








はじめに 
 
本報告書は、日本学術振興会科学研究費補助金基盤研究(A)「法曹の新職域グランドデザ

イン構築」（課題番号 17203009・研究代表者 三成 賢次）の研究活動の成果をまとめたも

のである。本研究は、法曹の新職域として注目が集まっている企業コンプライアンス、法

的経営コンサルティング、法令対応、契約管理、戦略的人事管理、知的財産管理など先端

的企業法務を中心に法曹の職域の今後に関わる調査研究を行い、これに法領域横断的な理

論的検討を加えることを通じて、法曹の新職域のグランドデザインを提示することを目的

とする、大阪大学大学院法学研究科のスタッフを中心とする研究プロジェクトである。本

科研費プロジェクトでは、法曹の新職域の「新たな発展可能性をデザインすること」に主

眼を置き、経済界、法学界、法曹養成教育に対して、10 年程度先の近未来を展望すること

ができる、法曹新職域の具体的なグランドデザインを提示することを目指して研究活動を

行ってきた。 
主な内容としては、諸外国の指導的な研究者を招聘して各国の法曹養成制度や法曹の現

状について紹介していただき、また全国の 2000 社を対象とする「企業における弁護士ニー

ズに関する調査」、大阪弁護士会会員約半数の 1500 名を対象とする「弁護士業務に関する

アンケート調査」、そして全国の企業内弁護士 259 名を対象とする「組織内弁護士の業務に

関するアンケート調査」を実施した。さらに、企業や経済団体、司法過疎地などにインタ

ビュー調査に赴き、あるいは日本組織内弁護士協会や大阪弁護士会とも法曹の職域に関す

る様々な議論を行ってきた。本研究では、これらの調査研究と議論を通じて、法曹の新し

い職域に関する最新の情報を集積することに努め、多くの興味深い調査結果を得ることが

できたと考えている。 
本報告書では、これらの研究活動を通じて得られた知見を整理検討するとともに、法曹

の新しい職域についての課題を明らかにすることに重点を置いて研究成果をまとめている。

本報告書をご一読いただき、忌憚のないコメントをいただければ幸いである。 
 
2009 年 3 月 
                         研究代表者  三成 賢次 
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 一般弁護士向け調査票の回答者は、比較的に高年齢層が多かった。年齢層別に見ると、 
「７０代」が最も多く 23.2%、ついで「３０代」22.2%、「６０代」20.6%、「５０代」15.5%、

「４０代」13.4%であった。「２０代」の回答者は 5.2%であった。 

 
 回答者の男女比は、「男性」が 83.0%、「女性」が 17.0%であった。 
 回答者の司法修習年次は、「５０～５９期」が最も多く 54.4%であり、「４０～４９期」

が 23.5%、「６０期」が 16.2%であった。それら以外との回答は非常に少なかった。 
 

 
回答者の司法修習年次は、「５０～５９期」が最も多く 21.1%であった。ついで「２０～

２９期」18.0%、「３０～３９期」17.0%、「１０～１９期」16.5%、「４０～４９期」13.4%、

「６０期～」9.3%、であった。 
以上の他、「旧制度～９期」3.6%、「その他（特例等）」1.0%との回答もあった。 
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 本設問は、弁護士業務のなかでも企業を相手として行う業務について、３３種類の業務

を例示しそれらの経験の有無と頻度を尋ねた。 
上のグラフでは、集計結果を解釈しやすくするため、得点化を行っている。その方法と

しては、まず各業務の回答結果のパーセンタイルをウェイト付けのうえ合計し（「業務経験

がない」＝０、「少ない」＝１、「どちらかといえば少ない」＝２、「どちらかといえば多い」

＝３、「多い」＝４、「日常業務である」＝５）、それらの得点を降順にソートしている。棒

グラフ左側の業務名称の直後に示されているカッコ内の数値が実際の得点（業務経験得点）

であり、これらは各種の業務経験の多寡の全体的傾向を示している。 
まず得点の高いものから順に１０業務を挙げると、「フ）応訴対応(281.9)」、「ア）契約書

の審査(268.7)」、「カ）紛争解決のための交渉(263.9)」、「ヒ）損害賠償訴訟の提起(252.2)」、
「ハ）債権回収(250.0)」、「イ）国内取引に関する契約書の作成(248.0)」「ノ）契約の履行請

求(240.3)」、「ヘ）法令調査(223.4)」、「ホ）法的諮問への対応(210.7)」、「オ）契約交渉(194.9)」
である。 
逆に得点の低いものから順に１０業務を挙げると、「ク）環境リスク管理（ISO14000 シ

リーズ等）(26.7)」、「ス）税務管理(31.5)」、「ナ）海外との交渉におけるサポート業務(31.6)」、
「シ）資産運用(33.7)」、「チ）企業ブランドの管理(44.6)」、「ウ）海外取引に関する契約書

の作成(50.3)」、「サ）知的財産のマネジメント(54.2)」、「ネ）株主代表訴訟対策(58.6)」、「マ）

企業対象暴力に関する業務(72.9)」、「コ）M&A への対応(76.2)」である。 
 これらの結果は、ひとまず従来的な弁護士業務のイメージを基本的に裏付けるものとな

っている。 
 
問４－２ 上記の業務リスト（問４－１）に含まれるもの以外で、組織内弁護

士としてよく行う業務（自由回答） 
 
◆ファイナンス（証券化、市場案件等）  
◆遺産分割協議書、遺言書の原案作成、合意書や即決和解条項の作成。  
◆会社の経営参与。（役員）  
◆各種法人の役員。  
◆企業内研修  
◆企業買収交渉  
◆刑事弁護、債務整理。  
◆個人の債務整理、任意整理、自己破産、過払金回収。  
◆個人の法律相談に伴う心理カウンセリング。  
◆講演、テレビ、ラジオ、法律解説文書。  
◆債務整理、交通事故。  
◆事業再生に関する法律上の助言、相談。利害関係人との交渉等全般（当該企業の再生の）

◆場合と、再生ビジネスのプレーヤーの相手方の再生の場合とがある。  
◆執筆、講演。  
◆社員・会社関係者の債務整理。  
◆社外監査役  
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◆取締役、監査役、破産管財人、更生管材人。  
◆職員（社員）の不正処理。  
◆地方自治体における第三者委員への就任。  
◆倒産整理  
◆不動産登記業務  
◆夫婦関係、遺産相続を担当し、現在残務整理に当たっています。  
◆法科大学での学習指導。  
◆労災への対応。  
 

 
 
 本設問では、弁護士として働くことへの満足度を、４つの質問項目によって尋ねた。上

図は、それらの集計結果を満足度の高い傾向のものから降順に並べている。 
グラフの作成方法は、次のようである。まず各項目のパーセンタイルをウェイト付けの

うえ合計し（「満足していない」＝０、「どちらかといえば満足していない」＝１、「どちら

ともいえない」＝２、「どちらかといえば満足している」＝３、「満足している」＝４）、そ

うして得られた点数順に項目をソートしている。棒グラフ左側の項目名の直後にあるカッ

コ内の数値が、各項目の実際の得点（満足度得点）である。 
さて弁護士の職業的満足度としては、高い項目から順に「エ）弁護士として働くことの

総合的満足度」が 302．6 点、ついで「ウ）弁護士としてのステイタス」287.8、「イ）弁護

士に対して与えられる役割」283.7、「ア）弁護士として得られる報酬」244.3、という結果

である。各項目間の中では、報酬満足度を示す得点が相対的に低い。 
本設問は、組織内弁護士向け調査票に全く同内容のものが含まれている（第４部の問４

－１参照）。両調査を比較すると、一般的な弁護士の職業的満足度は、企業に勤務する弁護

士のそれと比べて高い傾向が読み取れる。 
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３ 一般弁護士業務の因子分析 
 
ここでは、一般弁護士向け調査票の問４－１（企業における弁護士業務リスト）に列挙

された３３種類の弁護士業務から、主因子法により潜在的因子を抽出した。分析結果は以

下に示されている。 
因子抽出にあたっては固有値 1.0 以上を基準とし、７つの因子が得られた。 
この表においては、得られた第１因子から第７因子まで、因子負荷量が 0.500 以上のも

のだけを、それぞれ降順に表示している。各因子軸上において網掛けされている業務はそ

の因子に属していると判断され、それぞれ一つのまとまりを構成している。 
 

　企業における弁護士業務の因子分析　一般弁護士

1 2 3 4 5 6 7

Q4-1-20 労使間の交渉 .848       
Q4-1-19 雇用調整に関する業務 .814       
Q4-1-18 人事・労務管理（雇用調整を除く） .768       
Q4-1-33 職員の懲戒解雇その他処分に関する業務 .756       
Q4-1-16 セクハラ・パワハラへの対応 .634       
Q4-1-27 損害賠償訴訟の提起  .851      
Q4-1-26 債権回収  .830      
Q4-1-25 契約の履行請求  .786      
Q4-1-28 応訴対応  .574      
Q4-1-6 　紛争解決のための交渉  .549      
Q4-1-22 クレーム対応  .519      
Q4-1-24 株主代表訴訟対策   .720     
Q4-1-8 　環境リスク管理（ISO14000シリーズ等）   .693     
Q4-1-23 株主総会対策   .658     
Q4-1-31 企業対象暴力に関する業務   .656     
Q4-1-32 内部通報制度に関する業務   .629     
Q4-1-12 資産運用    .784    
Q4-1-14 顧客の競争事業者を相手方とする訴訟    .662    
Q4-1-13 税務管理    .659    
Q4-1-11 知的財産のマネジメント    .556   .504
Q4-1-17 企業ブランドの管理    .522    
Q4-1-9　 個人情報保護・情報セキュリティ管理        
Q4-1-2 　国内取引に関する契約書の作成     .775   
Q4-1-1　 契約書の審査     .747   
Q4-1-5 　契約交渉     .533   
Q4-1-10 M&Aへの対応    .503 .509   
Q4-1-4 　経営戦略に関する全般的なアドバイス        
Q4-1-7 　コンプライアンス業務        
Q4-1-30 法的諮問への対応      .700  
Q4-1-29 法令調査      .641  
Q4-1-15 専門的知識（建築・医療・知財等）を要する訴訟      .523  
Q4-1-21 海外との交渉におけるサポート業務       .858
Q4-1-3 　海外取引に関する契約書の作成       .762
回転法：バリマックス法

因子

ここで抽出された７つの因子と、各因子に対して試みられた解釈は以下のようである。 
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 組織内弁護士向け調査票の回答者は、比較的に若年層が多かった。年齢層別に見ると、 
「３０代」と「４０代」がそれぞれ同率の 41.2%であり、両者合わせて８割以上である。 
「２０代」はそれらの数分の一であり、「５０代」および「６０代」はさらに少なかった。 

 
 回答者の性別は、「男性」60.3%、「女性」39.7%であった。日本の弁護士全体の性別構成

比から見ると、回答者の女性比率はかなり高い。 
 

 
 回答者の司法修習年次は、「５０～５９期」が最も多く 54.4%であり、「４０～４９期」

が 23.5%、「６０期」が 16.2%であった。それら以外の回答は非常に少なかった。 
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85.9%
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38.2%
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 ２００７年度における給与の額は、最も多かったのが「１０００～３０００万円」との

回答で 44.6%を占め、ついで「５００～１０００万円」が 32.1%であった。「３０００～ 
５０００万円」は 14.3%であった。 
「～５００万円（５００万円未満）」の層も 5.4%と少数ながら存在した。いっぽう 

「５０００万～１億」1.8%や「１億円～」1.8%との回答もわずかに見られた。 

 

 回答者の２００７年度における給与外の支給については、まず「ストックオプション」

があったとの回答は 9.0%であった。「RSU（制限付き現物株）」は 6.0%であった。また「退

職金」は 3.0%であった。「その他」は 4.5%であった。 
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問２－３ その他（自由回答） 
 
◆ストック（現物株）  
◆弁護士会費、福利厚生関係若干。  
◆弁護士会費相当額  
 

 
 
 本設問では勤務先の組織規模を従業員数の点から尋ねた。回答は「５０００名～」が 41.2%
を占めた。その次に「１０００～５０００名」が 23.5%で、以下、「１００～３００名」17.6%、

「３００～１０００名」8.8%、「５０～１００名」4.4%、「～１０名（１０名未満）」4.4%
となった。 
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 本設問では勤務先の組織規模を売上高（２００７年度）の点から尋ねた。回答は売上高 
「３０００億円～」との回答が 50.0%、ついで「１０００～３０００億円」13.3%、 
「１００～３００億円」11.7%、「３００～１０００億円」8.3%などとなった。前設問の結

果とあわせて、大規模組織に勤務する弁護士が多い傾向が浮き彫りとなっている。 
 
 

 

 勤務先の弁護士数を尋ねたところ、「１名」との回答が 55.2%を占めた。いっぽう複数の

弁護士が勤務しているケースは、「２名」が 19.4%、「４名」が 7.5%、「１０名」が 6.0%、

「３名」が 4.5%、などとなった。ただし、勤務先に複数の弁護士がいるとの回答の場合、

回答者複数が同一勤務先に勤めている可能性もあるため注意が必要である。 
 

 
 
 勤務先が主として該当する産業分野としては、「金融・保険」が最も多く 32.4%であった。

ついで「製造業」22.1%、「情報通信」13.2%、「不動産」7.4%、などとなった。また「その
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◆研修生対応。（選択修習）企業説明会参加。  
◆行政庁対応  
◆社内規則等に関する相談、社内調整などのすすめ方の相談など。  
◆社内規程の立法作業、レビュー。議事録等法定書類の作成、レビュー。  
◆社内規程整備など。  
◆社内研修の講師。  
◆取締役会の準備、運営。  
◆取締役会や他の委員会の事務局。グループ内組織再編対応。商業登記を含むコーポレー

トハウスキーピング業務。  
◆戦略・計画の策定、予算管理、採用・人事評価。  
◆模倣品対策  
 

 
 
 本設問では、弁護士として働くことへの満足度を、４つの質問項目によって尋ねた。上

図は、それらの集計結果を満足度の高い傾向のものから降順に並べている。 
グラフの作成方法は、第３部の問５－１におけるものと全く同じであるので、そちらを

参照されたい。 
これらの得点をみるかぎり、最上位の「エ）弁護士として働くことの総合的満足度」245.5

点から最下位の「イ）弁護士に対して与えられる役割」227.7 点まで、大きな差は見られな

い。 
本設問は、大阪での一般弁護士向け調査票に全く同内容のものが含まれている（第３部

の問５－１参照）。両調査の得点をみるかぎり、法律事務所の勤務弁護士と比べ、企業に勤

務する弁護士の職業的満足度は、総じて低い傾向が見られる。 
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あり専門職でもあるという立場で仕事を行う上で必要な能力が重視されているようである。

たとえば大阪弁護士会向け調査では最上位項目であった「誠実性」が、こちらの調査では

中位項目となっているのは一つの表れであろう。また、大阪弁護士会向け調査では「その

他」を除く最下位であった「語学力」が、こちらでは中の下ほどの位置にあるのも興味深

い。組織内弁護士にとっては語学（実質的には英語であろう）を身につけることも重要な

ようである。 
 
問５－１ その他（自由回答） 
 
◆高い規範意識  
◆戦略立案能力  
◆体力  
◆倫理性  
 
問５－２ 弁護士としての能力向上のためにしていること（自由回答） 
 
◆法文を読むこと。 
◆別に企業内だから特別なものではなく、専門家であれば誰でもしていることだと思いま

す。とりあえず、次のとおりです。（１）関係する書籍は全て購入すること。・当たり前で

すが、自分の専門分野に係る新刊本（特に専門書）は値段に関係なく全て購入しています。･

新刊情報は、弁護士会館ブックセンターの HP でこまめにチェックします。（２）弁護士会

の研修で気になるものは全て参加すること。（３）弁護士会の委員会活動や日本組織内弁護

士協会の会合などに参加し、知り合いの先生を多数作ること。（４）定期的な勉強会に参加

して情報交換すること。もう 10 年近く、月一回の勉強会に参加し、議論しています。 
◆定期的に専門研修を受講。 
◆専門誌購読 
◆外部セミナーを聴講する。本を読む。同業者との情報交換（勉強会を含む）に出席する。 
◆（１）管理職としてライン中にあり、部下育成指導、部の運営に配意する必要あり。（２）

自分の能力、スキルに注力する余裕はない。 
◆各種セミナーへの参加、文献雑誌等の購読、組織内弁護士協会の活動への参画。 
◆ビジネススクールに通っている。 
◆弁護士には教育、研鑽の機会が多く用意されている。このような機会を積極的に活用し

ている。 
◆語学 
◆（１）専門分野の本の購読、自己研究。（２）弁護士会の研究会への参加。（３）英語コ

ミュニケーション能力の向上。（４）LLM への留学。 
◆（１）社外のセミナーの参加。（２）法律雑誌の定期購読→読む。（３）勉強会への参加。 
◆（１）企業法務専門紙の定期購読。（２）弁護士会での研修への参加。（３）ビジネス英

語の独学。 
◆（１）語学の勉強。（２）資格取得。（３）専門書精読。（４）大学院の研究会への参加。
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す。（２）TOEIC 対策の為勉強をしております。 
（１）日々の仕事で最善を尽くすことを通じて、能力を高める。（２）新しい知識をできる

限り吸収しつづける。（３）他の弁護士との交流・意見交換・共同学習。 
◆（１）携わる仕事の一つ一つを丁寧にこなし、理論的・法的な裏付けを意識することを

忘れないこと。（２）従業員ではあるが、弁護士としての視点や姿勢を忘れないよう心がけ

ること。（３）異業種交流会・弁護士会・大学院・事業団体などが行う研修や講演を利用し、

研鑽の場を求めるよう心がけること。 
◆（１）弁護士会、その他の国体の行う法務関係セミナーへの出席。（２）社内法務部員に

よる実務勉強会（外部弁護士など、講師をお願いすることもある）（３）法律書籍、業界に

関係する（学術的）書籍を読むこと。（４）英会話のセルフ・トレーニング。 
◆「商事法務や」「NBL」といった雑誌のうち、業務と関連する項目に目を通す。 
（１）会社の製品・サービス・研究開発内容などの学習。（２）法的な問題とは関係がなく

ても、営業部門の戦略会議などへの出席。（３）情報処理技術、エレクトロニクス技術、一

般の学習。（４）継続的な英語の学習。 
◆未知の問題、業務に対応するたびに、必要な知識を身につけられるよう、自主的に勉強

します。 
◆（１）法律雑誌の購読。（２）弁護士会等のセミナー受講。（３）法律書、ビジネス書の

読書。（４）業界団体の法務委員会など（非公式のものを含む）で同業他社の社内弁護士と

情報交換・意見交換すること。（５）米国本社法務部の社内弁護士や他国にある子会社の社

内弁護士と情報交換・意見交換すること。 
◆（１）法律雑誌などの購読。（２）最新の法令についての勉強。（３）会計・税務知識の

取得。（４）外国語の勉強。（５）その他、常に知らないことを勉強していく。 
◆（１）弁護士会、セミナー業者等によるセミナーへの参加。（２）税理士試験用の通信教

育。 
◆英語の勉強。 
◆・上記重要な資質（◆印したもの、下線を付したものも含めて）を伸ばすのに役立つと

思われることを意識的に実践する。 ・社外交流 （例）日本組織内弁護士協会（JILA） 

(例）弁護士会・社外の研修会で良いと考えるものに参加 (例）特定のテーマについて、知

人を訪ねる等して教えを請う。 
 
問５－３ 勤務先における弁護士能力育成プログラム（自由回答） 
 
◆Private practitioner として、「できあがった」弁護士を採用するのが前提であるため、

ことさらに「弁護士としての能力育成」という視点はない。むしろ、他のビジネス側と共

に、「リーダーシップ」「プレゼンテーションスキル」「プロブレム･ソリューション・スキ

ル」といったリーダーとしての脳力開発に力点がおかれている。 
◆OJT 以外は特にない。 
◆ビジネス面（管理、ファイナンス）に特化したトレーニング有。 
ありません。もっと組織内弁護士には４～５年経験を積んだ人(弁護士として)が基本的には

ふさわしいと思いますので、特に弁護士能力育成プログラムは不要だと思います。また、
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第５部 法曹の職域各論 

 

１ 法曹の職域 ― 市民社会の変容をめぐって 

［三成賢次］ 
 
１．はじめに 
 
 法曹の職域、それは基本的に社会のニーズと関わっている。法に関わる専門職である法

曹が社会においてどのような役割を果たすことが求められているのか、そのことが法曹の

職のあり方や活動の態様を決定づけている。しかし、社会は歴史的に形成されるものであ

り、社会が法曹に求めるものも時代とともに変化してきている。 
 
 法曹の役割や社会的位置づけがどのように変化してきたのか。今後の法曹職域のあり方

を考える際には、まずそのことを踏まえることが必要であろう。法曹という身分を生み出

した西欧において、市民社会の歴史的変容とともに法曹の役割がどのように変化したのか、

そして現代において新たな市民社会が形成されつつあるなかで、法曹がどのような役割を

担うことが求められているのかを、以下において検討するものである。 
 
２．身分から資格（専門職）へ 
 
 西洋中世におけるローマ法の再発見は、ヨーロッパに神学や医学とともに法学という新

たな知的営為の領域を創り出した。それは、古代のローマ法を素材としながらも、スコラ

学的手法を基礎とした新たな知的生産活動であった。法学は、中世都市の成立・発展とと

もに生み出されてきた知識を求める人々の共同体、つまり大学のもとで成長することにな

る。 法学の制度的な確立は、法を学ぶ者と教える者、法学生と法学者を生み出し、さらに

都市の経済活動の広がりとも相まって、法に関わる実務を専門的に扱う者、すなわち法曹

という新たな身分を創り出した。 
 
前近代の身分制社会において、法を扱う身分はしだいに権力と結びついていく。貴族が

世襲的に独占していた裁判官職を、法服貴族に象徴されるように、大学で法学を学び、学

位を取得した市民階級出身の者達が占めるようになっていった。とくに、近世における絶

対主義国家の形成過程において、合理的な司法制度の構築とともに、法曹が司法官僚とし

て養成され、国家行政の一翼を担うようになると、法曹、とくに裁判官の地位は厳しくコ

ントロールされるようになり、かつての身分から一定の試験に合格した資格へと変化を遂

げ始めた。また、他方で、都市を中核とした経済の発展は、商取引などにおいてさまざま

な法的な問題を引き起こし、そうした紛争を解決するために市井の法律家が活躍すること

になる。都市では、しだいに法学を学んだ者が市参事会の顧問となり、素人の市参事会員

に代わって市民間の法的紛争を処理し始める。法曹という法学教育を受けた者が社会へ進

出していったのである。しかし、それは確かに身分制からの脱却であり、その先駆ではあ
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ったが、まだ専門職としての資格というものに基礎づけられたものではなかった。 
 
前近代の社会は、アリストテレスの国家論において示されたように、国家と社会が未だ

分離しておらず、市民社会は政治共同体と一体であった。国家と市民社会は同心円状に存

在し、国家と市民社会は同じ次元で機能していた。法も、市場と市民社会に関わる法と政

治や国家に関わる法は未分離で一体の状態にあった。そうした社会で法を扱う職業、つま

り法曹は、経済的諸関係の場である市民社会の自律性がまだ十分でないため、経済の発展

が見られても経済活動にはまだそれほど関わっていなかった。しかし、国家的な活動にお

いて法的な諸制度（法典や裁判制度など）が整備されるとともに、法曹が一定の地位を持

ち始めるのである。 
 
西欧で近代社会が成立する 19 世紀前後の時代になると、国家と市民社会との分離が制度

的に生じ、法においても公法と私法が区別されるようになる。市民社会の経済的な活性化

と自律化は、法曹の社会的役割を増大させることになる。例えば、ドイツの三月革命では、

法律家達が自由主義運動をリードし、ドイツの立憲主義化を進めたことはよく知られてい

る。当時すでに、弁護士や裁判官などの法曹が、市民から乖離した国家的な特権的存在と

してではなく、市民社会において市民に認知された知的指導者であったことがわかるので

ある。 
 
しかし、法曹の国家的、社会的位置づけが大きくなってくるに従い、法曹という職業に

対する国家的なコントロールはさらに強められ、「資格」としての一定の能力的な基準が求

められることになる。国家試験によって法曹の質や数が厳しく規制されるのである。実際、

例えば、19 世紀の後半に至るまでプロイセンの法曹人口にほとんど変化は見られなかった。

その時代の社会的な変化にもかかわらず、極めて限られた法曹によって法的世界は運営さ

れていたのである。その意味では、法曹の活躍の場は極めて限られており、伝統的な職域

で活動していたと理解できよう。 
 
３． 新しい市民社会における法曹の新たな役割 
 
近年の市民社会像をめぐる議論のなかで、新たな市民社会のイメージが創り出されてい

る。従来の＜国家⇔社会＞の二項対立図式が見直され、＜国家―政治社会―市民社会＞と

いう複数項相関図式へと枠組みの認識が変わりつつある。市民的なるものの要素も、「自律

性」や「責任」から、「参加」あるいは「公共性」が新たなキータームになってきている。

さらにジェンダー観点もそこに組み込まれ、市民社会に内在する公と私、あるいは公共圏

と親密圏の存在が新たに主張されている。市民社会を基礎にした国家を前提に新たな一元

的な市民社会の理解が提示されているのである。法はそうした立体的構造のパースペクテ

ィヴのなかで「公共なるもの」と関わりつつ存在し、あるいは生み出されている。 

202



public
official

intimate

private

open
common

open

private
close

individual



 
 

図１は先述の新しい市民社会像をイメージ化したもので、図２はその立体的なイメージ

図である。市民社会のα、β、γ、εの各次元は、同一の面に存在するのではなく、それ

ぞれの質的に異なった活動領域を構成している。しかし、各次元はそれぞれの一部が互い

に重なっており、その一部に他の次元の要素を内包している。その意味において、公共的

な部分、つまり「法」ないし客観的なルールが働くべき場が共通項として存在しているこ

とになる。 
 
これは、法あるいはルールに従った合理的なガバナンスを担うべき法曹が関わる場が新

たに生み出されていることを意味しているのではないだろうか。経済の市民社会化によっ

て企業活動におけるコンプライアンスや「社会的責任」が問われるようなってきている。

また、かつてまったくの私的領域として存在していた家族関係にも、家庭内暴力や児童虐

待などの問題にみられるように、国家や社会が介入することが求められるようになってき

ている。こうした現象は、現代社会ではさまざまな局面で現れてきており、ルールによっ

てガバナンスされるべき領域が新たに生まれている。しかし、そこは単にルールに従って

一方的な決済がなされる場ではなく、多くは現実の状況を踏まえ妥当な運営や解決、つま

りマネジメントが求められるような領域なのである。 
 
新しい市民社会の生成は、21 世紀の法曹に新たな役割、すなわち職域を生み出す可能性

をもたらしつつある。しかし、その役割を担うためには、従来のような法曹養成の教育だ

けでは不十分であろう。ルールによって良きガバナンスを生み出すことができる、高度な

教養やコミュニケーション力に裏打ちされたマネジメント力が必要なのである。法曹のマ

ネジメント力の養成、それはわが国の近年の司法制度改革のもとで法科大学院が創設され

た目的の一つではなかったのではないだろうか。現代社会のニーズに対応できる法曹を養

成すること、そのことによって新たな法曹は市民社会において果たすべき役割を幾層にも

広げることができるのであり、そしてそれが法曹の職域拡大につながっていくのである。 
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５ 知的財産と法曹の新しい職域 ―弁理士との共生の途― 
［茶園成樹］ 

 
１．はじめに 
 
 知的財産は、情報化の進展により、さらに、我が国が「知的財産立国」を国家目標とす

ることにより、社会における重要性が高まっている。そして、これに伴って、知的財産の

保護と利用に関する法的ルールを定める知的財産法に関わる法律事務が増加し、法律専門

職としての法曹、とりわけ弁護士のニーズが高まっている。しかしながら、知的財産法は

専門性が高く、さらに、特に特許法に関しては、技術に関する知識・理解が求められるた

め、この分野の法律事務を的確に処理する能力を有する弁護士は多くないのが現状である。

このように、知的財産法分野は、弁護士の需要は高いが、供給が未だ十分とはいえない状

況にあり、今後、多くの弁護士の参入を期待することのできる領域である。 
 他方、知的財産法分野における専門家として弁理士が存在する。弁理士は、従来、特許

庁への出願事務を中心に行ってきたが、近時、出願事務以外の法律事務も行うようになっ

ている。そのため、この分野において、弁護士が弁理士とどうような関係を立つのかが重

要な問題となる。 
 以下では、まず、弁護士の知的財産法分野への参入に関する動きを紹介する。次に、弁

理士の新規領域への参入に関する動きを紹介する。しかる後に、弁護士と弁理士の関係に

ついて検討し、両者が共生していく方法を探ることとする。 
 
２．弁護士の知的財産法分野への参入 
 
 知的財産法分野は、前述したように、専門性が高い。民事訴訟法 6 条 1 項が、「特許権、

実用新案権、回路配置利用権又はプログラムの著作物についての著作者の権利に関する訴

えについて」、東京地方裁判所と大阪地方裁判所の専属管轄を定め（同法 6 条の 2 は、意匠

権、商標権、著作者の権利［プログラムの著作物についての著作者の権利を除く］、出版権、

著作隣接権若しくは育成者権に関する訴え又は不正競争････による営業上の利益の侵害に

係る訴えについて、東京地方裁判所と大阪地方裁判所の競合管轄を規定する）、また、知的

財産関係事件を専門的に取り扱う裁判所として知的財産高等裁判所が設置されていること

（知的財産高等裁判所設置法 1 条参照）は、この点によるものである。 
 そのため、知的財産法に関する法律事務に携わる弁護士には、通常の弁護士が備える能

力以外のものが求められる。知的財産戦略本部知的創造サイクル専門調査会報告書「知的

財産人材育成総合戦略」（2006 年 1 月 30 日）1では、特許弁護士に求められる知識・能力

として、「知的財産権に関する法律・判例に関する高度な知識を備え、知的財産に関する訴

訟について適切に対応できること」、「技術に関する基礎的な知識を備え、適切に理解でき

ること」、「国際交渉に必要な実務語学力を備え、適切に活用できること」、「経営・ビジネ

スの観点から、顧客企業の経営戦略の策定や経営陣に対する戦略的な助言ができること」

                                                   
1 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/cycle/senryaku.pdf 
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(www.wodc.nl), and the Judiciary (www.rechtspraak.nl). De 
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Nederland. Sociale ontwikkelingen in de opleiding en de beroepen van juristen (Lawyers in the 
Netherlands. Social developments in the education and de professions of lawyers). Deventer: Kluwer, 
1981. 
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Huyse en Katrien Meireman, Werkkring van juristen. De loopbaan van de Leuvense alumni van de 
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3 NRC 20 march 2004. 
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160,000 110,000

Professional Law,
1933 regio decreto legge

36,500

comma 1

Giudice 
di Pace tribunal

30,000

                                                 
1 AIDLaSS



15,000

plans

I. Vecchio Ordinamento

Diploma di Laurea in Giurisprudenza

  II. 
three plus two Nuovo Ordinamento

Corso di laurea in Scienze 
giuridiche Corso di 
Laurea specialistica in Giurisprudenza

   
credito formativo



   III. 
Laurea Magistrale

:registro speciale per i praticanti 
avvocati :special register for apprentice lawyers

:Consiglio dell'ordine :Council of the Bar

:praticante avvocato :an apprentice 
lawyer :pratica forense :forensic practice



:Scuola forense :forensic school

Scuola di specializzazione per le professioni legali
:Specialization School for Legal Profession

:Diploma di specializzazione :Specialization Diploma

:abilitazione al patrocinio

:Certificato di compiuta pratica



:Diploma 
di specializzazione :Specialization Diploma

:Consiglio Notarile :Committee of Notaries

:Scuole di Notariato :the Notary Schools



1
 "Ogni processo si 

svolge nel contraddittorio tra le parti, in condizioni di parita`, davanti a giudice terzo e 
imparziale. La legge ne assicura la ragionevole 
durata."(http://www.quirinale.it/costituzione/costituzione.htm)

(2)
 "Everyone is entitled to a fair and 

public hearing within a reasonable time by an independent and impartial tribunal 
previously established by law." 

*http://ec.europa.eu/justice_home/unit/charte/en/charter-justice.html 
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